
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　幸栄振興会
（単位：円）

保育事業収入 000,057,661 482,250,661 617,796

受取利息配当金収入 220,03 514,3 706,62

その他の収入 000,016,2 414,525,2 685,48

事業活動収入計(1) 220,093,961 311,185,861 909,808

人件費支出 000,924,311 394,192,311 705,731

事業費支出 000,060,21 943,228,11 156,732

事務費支出 000,969,11 655,807,11 444,062

その他の支出 000,053,1 051,343,1 058,6

事業活動支出計(2) 000,808,831 845,561,831 254,246

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 220,285,03 565,514,03 754,661

固定資産売却収入 000,021 000,021 0

施設整備等収入計(4) 000,021 000,021 0

固定資産取得支出 000,007 0 000,007

施設整備等支出計(5) 000,007 0 000,007

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,085△ 000,021 000,007△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,000,03 000,000,03 0

その他の活動支出計(8) 000,000,03 000,000,03 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,000,03△ 000,000,03△ 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 220,2 565,535 345,335△

前期末支払資金残高(12) 236,943,22 236,943,22 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 456,153,22 791,588,22 345,335△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　幸栄振興会
（単位：円）

保育事業収益 482,250,661 506,625,851 976,525,7

その他の収益 469,210,1 002,806 467,404

サービス活動収益計(1) 842,560,761 508,431,951 344,039,7

人件費 394,701,411 585,678,501 809,032,8

事業費 943,228,11 233,876,21 389,558△

事務費 655,807,11 185,754,7 579,052,4

減価償却費 106,835,3 786,586,4 680,741,1△

国庫補助金等特別積立金取崩額 059,064,1△ 387,136,1△ 338,071

サービス活動費用計(2) 940,617,931 204,660,921 746,946,01

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 991,943,72 304,860,03 402,917,2△

受取利息配当金収益 514,3 780,5 276,1△

その他のサービス活動外収益 054,215,1 005,646,1 050,431△

サービス活動外収益計(4) 568,515,1 785,156,1 227,531△

その他のサービス活動外費用 051,343,1 005,323,1 056,91

サービス活動外費用計(5) 051,343,1 005,323,1 056,91

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 517,271 780,823 273,551△

経常増減差額(7)=(3)+(6) 419,125,72 094,693,03 675,478,2△

施設整備等補助金収益 0 000,581 000,581△

固定資産売却益 000,021 0 000,021

特別収益計(8) 000,021 000,581 000,56△

固定資産売却損・処分損 1 0 1

国庫補助金等特別積立金積立額 0 000,581 000,581△

特別費用計(9) 1 000,581 999,481△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 999,911 0 999,911

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 319,146,72 094,693,03 775,457,2△

前期繰越活動増減差額(12) 843,352,61 858,653,91 015,301,3△

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 162,598,34 843,357,94 780,858,5△

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 000,000,03 000,005,33 000,005,3△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 162,598,31 843,352,61 780,853,2△
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  5 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　幸栄振興会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 409,126,55 548,677,42 950,548,03

  現金預金 593,918,64 884,748,71 709,179,82

  事業未収金 900,134,7 707,845,5 203,288,1

  未収補助金 005,173,1 056,083,1 051,9△

  その他の流動資産 0 0 0

固定資産 370,483,871 576,229,151 893,164,62

基本財産 375,749,8 918,793,11 642,054,2△

  建物 375,749,7 918,793,01 642,054,2△

  定期預金 000,000,1 000,000,1 0

その他の固定資産 005,634,961 658,425,041 446,119,82

  構築物 462,245,2 240,479,2 877,134△

  車輌運搬具 838,141 938,871 100,73△

  器具及び備品 893,496 579,313,1 775,916△

  人件費積立資産 000,001,11 000,001,11 0

  修繕費積立資産 000,024,05 000,024,05 0

  備品等購入積立資産 000,000,2 000,000,2 0

保育所施設・設備整備積立資産 000,005,58 000,005,55 000,000,03

  その他の固定資産 000,830,71 000,830,71 0

流動負債 707,564,83 312,043,7 494,521,13

  事業未払金 057,501 005,441 057,83△

  その他の未払金 000,000,03 0 000,000,03

  預り金 000,631 0 000,631

  職員預り金 759,494,2 317,282,2 442,212

  仮受金 0 0 0

  賞与引当金 000,927,5 000,319,4 000,618

固定負債 0 0 0

負債の部合計 707,564,83 312,043,7 494,521,13

純　　資　　産　　の　　部

基本金 000,007,92 000,007,92 0

  第一号基本金 000,575,12 000,575,12 0

  第三号基本金 000,521,8 000,521,8 0

国庫補助金等特別積立金 900,529,2 959,583,4 059,064,1△

その他の積立金 000,020,941 000,020,911 000,000,03

  人件費積立金 000,001,11 000,001,11 0

  修繕費積立金 000,024,05 000,024,05 0

  備品等購入積立金 000,000,2 000,000,2 0

保育所施設・設備整備積立金 000,005,58 000,005,55 000,000,03

次期繰越活動増減差額 162,598,31 843,352,61 780,853,2△

  （うち当期活動増減差額） 319,146,72 094,693,03 775,457,2△

純資産の部合計 072,045,591 703,953,961 369,081,62

　資産の部合計 779,500,432 025,996,671 754,603,75 　負債及び純資産の部合計 779,500,432 025,996,671 754,603,75



別紙1

1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
該当なし

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・
・ 賞与引当金―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

3. 重要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため、省略している
（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

当法人では、公益事業の拠点が一つであるため、省略している
（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では、収益事業を実施していないため、省略している
（6） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　本部拠点
　「法人本部」 本部のみのため、サービス区分は設けていない。
イ　中道山こども園拠点
　「中道山こども園」 保育事業のみのため、サービス区分は設けていない。

6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

8. 担保に供している資産
該当なし

合計 11,397,819 0 2,450,246

建物 10,397,819 0 2,450,246 7,947,573

8,947,573

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000
投資有価証券 0 0 0 0

計算書類に対する注記（法人全体用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0

退職給付引当金― 該当なし



9. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

（単位：円）

合計 8,802,5098,802,509 0

債権の当期末残高
事業未収金 7,431,009
未収補助金 1,371,500

債権額 徴収不能引当金の当期末残高
7,431,009 0
1,371,500 0

車輌運搬具 4,795,000 4,653,162 141,838

合計 201,313,813 172,949,740 28,364,073

器具及び備品 40,569,689 39,875,291 694,398
その他の固定資産 17,038,000 0 17,038,000

構築物 20,147,624 17,605,360 2,542,264
建物（基本財産） 118,763,500 110,815,927 7,947,573

（単位：円）
基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高



別紙2

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
該当なし

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金―該当なし
・ 賞与引当金―該当なし

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）は省略している。
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）は省略している。

5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

合計 164320 0 164320
未収金 164,320 0 164,320

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

投資有価証券 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0



別紙2

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 該当なし

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金― 該当なし
・ 賞与引当金―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 中道山こども園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）は省略している。
（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）は省略している。

5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

1,371,500
合計 8,802,509

債権の当期末残高
事業未収金 7,431,009

債権額
7,431,009

8,802,509
1,371,500

0
0
0

徴収不能引当金の当期末残高

未収補助金

28,364,073
その他の固定資産 17,038,000 0
器具及び備品 40,569,689 39,875,291 694,398

17,038,000

（単位：円）

車輌運搬具 4,795,000 4,653,162 141,838

建物（基本財産） 118,763,500 110,815,927 7,947,573
構築物 20,147,624 17,605,360 2,542,264

合計 201,313,813 172,949,740

8,947,573

（単位：円）
基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合計 11,397,819 0 2,450,246

7,947,573
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000
投資有価証券 0 0 0 0

建物 10,397,819 0 2,450,246

計算書類に対する注記（中道山こども園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0




